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税務訴訟資料 第２６１号－３（順号１１５９３） 

最高裁判所（第二小法廷） 平成●●年（○ ○）第● ●号、平成●●年（○ ○）第● ●号 源泉

徴収納付義務不存在確認請求上告及び上告受理申立事件 

国側当事者・国 

平成２３年１月１４日原判決一部破棄・その他・確定 

（第一審・大阪地方裁判所、平成●●年（○ ○）第● ●号、平成１８年１０月２５日判決、本資料

２５６号－２９１・順号１０５５１） 

（控訴審・大阪高等裁判所、平成●●年（○ ○）第● ●号、平成２０年４月２５日判決、本資料２

５８号－９６・順号１０９５４） 

 

判 決 

当事者の表示     別紙当事者目録記載のとおり 

 

 上記当事者間の大阪高等裁判所平成●●年（○ ○）第● ●号源泉徴収納付義務不存在確認請求事

件について、同裁判所が平成２０年４月２５日に言い渡した判決に対し、上告人から上告があった。

よって、当裁判所は、次のとおり判決する。 

 

主 文 

１ 原判決のうち平成１２年８月分の源泉所得税及びその不納付加算税に関する部分を破棄し、同部

分につき第１審判決を取り消す。 

２ 本件訴えのうち平成１２年８月分の源泉所得税の不納付加算税に関する部分を却下する。 

３ 上告人の被上告人に対する平成１２年８月分の源泉所得税２０１３万７５００円の納税義務が

存在しないことを確認する。 

４ 上告人のその余の上告を棄却する。 

５ 訴訟の総費用は、これを２分し、その１を上告人の負担とし、その余を被上告人の負担とする。 

 

理 由 

第１ 事案の概要 

１ 本件は、破産管財人である上告人（弁護士）が、破産法（平成１６年法律第７５号による廃止

前のもの。以下「旧破産法」という。）の下において、破産管財人の報酬の支払をし、破産債権

である元従業員らの退職金の債権に対する配当をしたところ、所轄税務署長から、上記支払には

所得税法２０４条１項２号の規定が、上記配当には同法１９９条の規定がそれぞれ適用されるこ

とを前提として、源泉所得税の納税の告知及び不納付加算税の賦課決定を受けたことから、上告

人において、主位的に、上告人の被上告人に対する上記源泉所得税及び不納付加算税の納税義務

が存在しないことの確認を求めるとともに、予備的に、被上告人の上告人に対する上記源泉所得

税及び不納付加算税の債権が財団債権でないことの確認を求めている事案である。 

２ 原審の適法に確定した事実関係等の概要は、次のとおりである。 

(1) Ａ株式会社（以下「破産会社」という。）は、平成１１年９月１６日、大阪地方裁判所にお

いて破産宣告を受け、弁護士である上告人が破産管財人に選任された。 
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(2)ア 大阪地方裁判所は、平成１２年６月２９日、上告人の報酬を３０００万円とする旨決定

し、上告人は、同年７月３日、上記報酬の支払をした。 

 イ 上告人は、平成１２年８月３０日、破産会社の元従業員ら２７０名を債権者とする退職

金の債権（以下「本件各退職金債権」という。）に対し、合計５億９４１５万２８０８円の

配当をした。なお、上記元従業員らは、いずれも平成１１年９月１６日をもって破産会社を

退職していた。 

 ウ 大阪地方裁判所は、平成１３年３月２１日、上告人の報酬を５０００万円とする旨決定

し、上告人は、同月２８日、上記報酬の支払をした（以下、この報酬と上記アの報酬とを併

せて「本件各報酬」という。）。 

(3) 住吉税務署長は、平成１５年１０月２３日付けで、上告人に対し、次のとおりの源泉所得

税の納税の告知（以下「本件各納税告知」という。）及び不納付加算税の賦課決定（以下「本

件各賦課決定」という。）をした。 

ア 上記(2)アの支払に係る平成１２年７月分の源泉所得税５９０万円の納税の告知及び不納

付加算税５９万円の賦課決定 

イ 上記(2)イの配当に係る平成１２年８月分の源泉所得税２０１３万７５００円の納税の告

知及び不納付加算税２０１万３０００円の賦課決定 

ウ 上記(2)ウの支払に係る平成１３年３月分の源泉所得税９９０万円の納税の告知及び不納

付加算税９９万円の賦課決定 

(4) 住吉税務署長は、平成１５年１０月２８日付けで、上告人に対し、本件各納税告知に係る

源泉所得税及び本件各賦課決定に係る不納付加算税並びに延滞税について交付要求をした。 

３ 原審は、要旨次のとおり判断し、上告人の主位的請求及び予備的請求をいずれも棄却すべきも

のとした。 

(1) 弁護士である破産管財人が受ける報酬は、所得税法２０４条１項２号にいう弁護士の業務

に関する報酬に該当する。同項にいう「支払をする者」とは、当該支払に係る経済的出えんの

効果の帰属主体をいい、破産管財人の報酬の場合は、破産者がこれに当たると解されるが、破

産管財人が自己に専属する管理処分権に基づいて破産財団から上記報酬の支払をすることは、

法的には破産者が自らこれを行うのと同視できるし、その場合、破産管財人は当該支払を本来

の管財業務として行うのであるから、破産管財人は、当該支払に付随する職務上の義務として、

上記報酬につき所得税の源泉徴収義務を負うと解するのが相当である。そして、上記報酬に係

る源泉所得税の債権は、破産財団管理上の当然の経費として破産債権者にとって共益的な支出

に係るものであって、旧破産法４７条２号ただし書所定の財団債権に当たるというべきであり、

その附帯税である不納付加算税の債権も、財団債権に当たるというべきである。 

(2) 破産債権である元従業員らの退職金の債権に対して破産管財人が行う配当は、所得税法１

９９条にいう退職手当等の支払に当たり、当該配当においても、上記(1)と同様の理由により、

破産者が同条にいう「支払をする者」に当たると解され、破産管財人は、当該配当に付随する

職務上の義務として、当該配当につき所得税の源泉徴収義務を負い、その源泉所得税及び不納

付加算税の債権は、いずれも財団債権に当たるというべきである。 

第２ 上告代理人山下良策ほかの上告理由について 

 論旨は、違憲及び理由の不備・食違いをいうが、その実質は単なる法令違反を主張するものであ

って、民訴法３１２条１項又は２項に規定する事由のいずれにも該当しない。 



3 

第３ 職権による検討 

 上告人が、本件訴えとは別に、被上告人を相手に本件各賦課決定の取消しを求める訴えを大阪地

方裁判所に提起し、同裁判所が本件各賦課決定のうち本件各退職金債権に対する配当に係る平成１

２年８月分の源泉所得税の不納付加算税の賦課決定（以下「平成１２年８月分賦課決定」という。）

を取り消して上告人のその余の請求を棄却する旨の判決を言い渡したのに対し、被上告人は不服申

立てをせず、上告人のみが控訴し、その控訴を棄却した大阪高等裁判所の判決に対して上告人が上

告（平成●●年（○○）第●●号）及び上告受理の申立て（同年（○○）第●●号）をし、平成２

２年１２月１７日、上記の各事件について、上告を棄却し、事件を上告審として受理しない旨の決

定がされたことは、当裁判所に顕著である。これらの事実によれば、上記大阪地方裁判所の判決の

うち平成１２年８月分賦課決定を取り消すべきものとした部分が確定したことにより、平成１２年

８月分賦課決定に係る不納付加算税の納税義務は当初から発生しなかったことになるから、上告人

が、本件訴えにおいて、主位的にその納税義務が存在しないことの確認を求め、予備的にその不納

付加算税の債権が財団債権でないことの確認を求める利益は失われたものというべきである。した

がって、本件訴えのうち平成１２年８月分賦課決定に係る不納付加算税に関する部分は、不適法と

して却下すべきである。 

第４ 上告代理人山下良策ほかの上告受理申立て理由について 

１ 原審の前記第１の３(1)の判断は、結論において是認することができるが、同(2)の判断は、是

認することができない。その理由は、次のとおりである。 

(1) 弁護士である破産管財人が支払を受ける報酬は、所得税法２０４条１項２号にいう弁護士

の業務に関する報酬に該当するものというべきところ、同項の規定が同号所定の報酬の支払を

する者に所得税の源泉徴収義務を課しているのは、当該報酬の支払をする者がこれを受ける者

と特に密接な関係にあって、徴税上特別の便宜を有し、能率を挙げ得る点を考慮したことによ

るものである（最高裁昭和●●年(○ ○)第● ●号同３７年２月２８日大法廷判決・刑集１６

巻２号２１２頁参照）。 

 破産管財人の報酬は、旧破産法４７条３号にいう「破産財団ノ管理、換価及配当ニ関スル費

用」に含まれ（最高裁昭和●●年(○ ○)第● ●号同４５年１０月３０日第二小法廷判決・民

集２４巻１１号１６６７頁参照）、破産財団を責任財産として、破産管財人が、自ら行った管

財業務の対価として、自らその支払をしてこれを受けるのであるから、弁護士である破産管財

人は、その報酬につき、所得税法２０４条１項にいう「支払をする者」に当たり、同項２号の

規定に基づき、自らの報酬の支払の際にその報酬について所得税を徴収し、これを国に納付す

る義務を負うと解するのが相当である。 

 そして、破産管財人の報酬は、破産手続の遂行のために必要な費用であり、それ自体が破産

財団の管理の上で当然支出を要する経費に属するものであるから、その支払の際に破産管財人

が控除した源泉所得税の納付義務は、破産債権者において共益的な支出として共同負担するの

が相当である。したがって、弁護士である破産管財人の報酬に係る源泉所得税の債権は、旧破

産法４７条２号ただし書にいう「破産財団ニ関シテ生シタルモノ」として、財団債権に当たる

というべきである（最高裁昭和●●年（○○）第●●号同４３年１０月８日第三小法廷判決・

民集２２巻１０号２０９３頁、最高裁昭和●●年（○○）第●●号同６２年４月２１日第三小

法廷判決・民集４１巻３号３２９頁参照）。また、不納付加算税の債権も、本税である源泉所

得税の債権に附帯して生ずるものであるから、旧破産法の下において、財団債権に当たると解



4 

される（前掲最高裁昭和６２年４月２１日第三小法廷判決参照）。 

(2) 所得税法１９９条の規定が、退職手当等（退職手当、一時恩給その他の退職により一時に

受ける給与及びこれらの性質を有する給与をいう。以下同じ。）の支払をする者に所得税の源

泉徴収義務を課しているのも、退職手当等の支払をする者がこれを受ける者と特に密接な関係

にあって、徴税上特別の便宜を有し、能率を挙げ得る点を考慮したことによるものである（前

掲最高裁昭和３７年２月２８日大法廷判決参照）。 

 破産管財人は、破産手続を適正かつ公平に遂行するために、破産者から独立した地位を与え

られて、法令上定められた職務の遂行に当たる者であり、破産者が雇用していた労働者との間

において、破産宣告前の雇用関係に関し直接の債権債務関係に立つものではなく、破産債権で

ある上記雇用関係に基づく退職手当等の債権に対して配当をする場合も、これを破産手続上の

職務の遂行として行うのであるから、このような破産管財人と上記労働者との間に、使用者と

労働者との関係に準ずるような特に密接な関係があるということはできない。また、破産管財

人は、破産財団の管理処分権を破産者から承継するが（旧破産法７条）、破産宣告前の雇用関

係に基づく退職手当等の支払に関し、その支払の際に所得税の源泉徴収をすべき者としての地

位を破産者から当然に承継すると解すべき法令上の根拠は存しない。そうすると、破産管財人

は、上記退職手当等につき、所得税法１９９条にいう「支払をする者」に含まれず、破産債権

である上記退職手当等の債権に対する配当の際にその退職手当等について所得税を徴収し、こ

れを国に納付する義務を負うものではないと解するのが相当である。 

２ 以上によれば、本件各報酬の支払に係る平成１２年７月分及び同１３年３月分の源泉所得税及

びその不納付加算税に関する上告人の主位的請求及び予備的請求をいずれも棄却すべきものと

した原審の判断は、結論において是認することができ、この点に関する論旨は採用することがで

きない。他方、本件各退職金債権に対する配当に係る平成１２年８月分の源泉所得税に関する上

告人の主位的請求を棄却すべきものとした原審の判断には、判決に影響を及ぼすことが明らかな

法令の違反があり、この点に関する論旨は理由がある。 

第５ 結論 

 以上説示したところによれば、原判決のうち平成１２年８月分の源泉所得税及びその不納付加算

税に関する部分は破棄を免れず、同部分につき第１審判決を取り消して、本件訴えのうち上記不納

付加算税に関する部分を却下し、上記源泉所得税に関する上告人の主位的請求を認容すべきであり、

上告人のその余の上告は棄却すべきである。 

 よって、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり判決する。 

 

最高裁判所第二小法廷 

裁判長裁判官 古田 佑紀 

   裁判官 竹内 行夫 

   裁判官 須藤 正彦 

   裁判官 千葉 勝美 
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当事者目録 

 

          Ａ株式会社破産管財人 

上告人       甲 

同常置代理人弁護士 山下 良策 

          池口 毅 

          桐山 昌己 

同訴訟代理人弁護士 水野 武夫 

          元氏 成保 

被上告人      国 

同代表者法務大臣  仙谷 由人 

同指定代理人    須藤 典明 

          新田 智昭 

          小山 綾子 

          中嶋 明伸 

          石川 裕一 

          増田 純平 

          祖父江 竜一 

          松帆 芳和 

          横林 史郎 

          新屋 ひとみ 

          福田 ちひろ 

          西沢 幸一 

          尾浦 正広 

          小松 啓訓 


